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 「毎月の借入返済が多く、会社にお金が残らないのが不安だ。」 
 「返済はしているけれど、いつまでたっても借入残高が減らない。」 

「銀行借入が多いので息子が家業を継ごうとしない。困っている。」 

 このような中小企業経営者の声が依然として多く聞かれます。毎月の借入返済に苦労している

中小企業のために、当事務所も認定されている「経営革新等支援機関」を活用することを要件と

して、来年３月末を期限とする国の支援事業が現在、実施されています。 
 
   １．経営改善計画を策定し、審査に通ると金融機関から各種の 

    金融支援（借入条件変更・借換・借入金一本化・新規融資等）を受けられます。 

２．若干の費用が必要ですが、「経営革新等支援機関」に支払う費用について 

    国からその費用の２／３の補助金（上限２００万円）が受けられます。 

支援の大まかな流れは以下のようになります。早々のご検討・お申込みをお願いします。 

 



 

相続 
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遺産のスムーズな分割を行う為に 

前月号では遺産を誰に渡すかという意思を伝えるための方法である遺言をテーマに書きましたが、遺言

以外で特定の人物に財産を渡す方法は他にもあります。その例の一つが生命保険契約です。 
生命保険契約は契約者、被保険者、保険金受取人が契約により定められています。契約者（本人）の 

意思であらかじめ死亡保険金の受取人が指定できるので、保険金を遺してあげたい方（妻や子等）に、 
直接財産を遺せます。まさに「お金に名前をつけて遺す」ことができるわけです。 （次Ｐへ続く） 
 

通勤手当の非課税限度額が引上げられました！ 

平成２６年１０月２０日から所得税法施行令の一部改正により、自動車など交通用具を使用している 
給与所得者に支給する通勤手当の非課税限度額が下図のように引き上げられました。 
 この改正は、平成２６年４月１日以後に受けるべき通勤手当に適用されるため、一部は遡及して適用 
されることになります。 
 この引上げにより、企業の給与規定を改訂し、４月以後１０月以前に支給された通勤手当を追加支給す

る場合にも、改正後の非課税限度額が適用されます。 
 また、すでに支給された通勤手当に非課限度額を超過した部分があった場合には、源泉徴収税額の 
再計算は行わずに、平成２６年分の年末調整の際に精算することとなります。 
 ＴＫＣの給与計算システム（ＰＸシリーズ・あんしん給与）におきましては、システム更新により新し

い非課税限度額に対応致しますが、手計算もしくは他社ソフトをご利用の際は充分にご注意下さい。 
 
 通勤距離（片道） 非課税限度額 ※なお、交通機関と交通用具を使用

する場合の通勤手当の非課税限度額

は、最も経済的かつ合理的と認めら

れる通常の通勤の経路及び方法によ

る運賃等の額又は定期乗車券の価額

と、当該交通用具を使用する距離に

つき左記表で定める金額との合計額

になります。 

（所令 20の 2 ④） 

改正前 改正後 
2km 未満 全額課税 全額課税 

2km 以上 10km 未満 4,100 円 4,200 円 
10km 以上 15km 未満 6,500 円 7,100 円 
15km 以上 25km 未満 11,300 円 12,900 円 
25km 以上 35km 未満 16,100 円 18,700 円 
35km 以上 45km 未満 20,900 円 24,400 円 
45km 以上 55km 未満 24,500 円 28,000 円 

55km 以上 31,600 円 
 



 

姫路市の保健福祉推進室より、「平成２６年度在宅高齢者実態調査集計」が、平成２６年１０月３日（金）

に発表されました。 

市内在住で６５才以上のひとり暮らし高齢者・ねたきり高齢者・認知症高齢者の人数を把握し、対象者

数の推移や市内の高齢者人口との対比等を行い、今後の高齢者保健福祉行政及び民生委員活動等の基礎資

料とすることを目的としております。 

調査対象は、平成２６年６月１日現在で、市内に居住する次の高齢者です。①６５歳以上の在宅ひとり

暮らし高齢者 ②６５歳以上の在宅ねたきり高齢者 ③６５歳以上の在宅認知症高齢者 

 ①の人数は、昨年の１４, ４２０人から１４,９０５人と４８５人増加しており、②③はわずかですが 

減少しております。①の集計結果の概要としては、男女別では女性が全体の約７７.２%を占めており、 

６５歳以上の女性は、約６人に１人がひとり暮らしになっています。また、年齢別では、８０歳以上の 

ひとり暮らし高齢者が全体の約４２%を占めています。 

高齢化社会や核家族化という文言は良く聞くところではありますが、具体的に実感できる資料だと思い

ます。姫路市のホームページには地区別の集計もありますのでこのような行政の調査資料も、使い方次第

ではビジネスに活かすことができるのではないでしょうか？           （記事担当：佐藤） 
（参考）姫路市ＨＰ：http://www.city.himeji.lg.jp/koho/press/_30718/_32630/_32719.html 

 
（前Ｐより続き） 

保険料の負担者が被相続人である場合、一旦、金銭を保険会社に支払、被相続人の死亡 
に基因して相続人等に金銭が支払われます。保険会社を経由していますが、人から人への財産移転があっ

たものとみなされ、相続により取得したものとみなされます。 
相続人（相続放棄した場合を除きます）が取得した生命保険金に関しては５００万円×法定相続人の数

が相続税の非課税限度額となるため、現預金のままで相続するよりも相続税の負担を小さくすることが 
できるのです。 

平成２７年１月１日からの相続税の基礎控除引き下げ（５,０００万円＋１,０００万円×法定相続人数

→３,０００万円＋６００万円×法定相続人数）が目前に迫っています。相続税の課税対象となる方がこの

生命保険の非課税枠を利用しない手はありません。 
当事務所では大同生命保険と提携して、相続に活用できる生命保険を取り扱っておりますので、ご要望

がありましたら監査担当者までご相談下さい。              （記事担当：姫路相続相談センター松浦） 
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高齢者実態調査より 

【お知らせ】１１／７（金）は事務所研修のため不在となります。急用の場合は各担当者の携帯 
電話または 尾上尚樹 ０９０－２５９５－０６６５ までご連絡をお願い申し上げます。 

http://www.city.himeji.lg.jp/koho/press/_30718/_32630/_32719.html

